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【お知らせ】
◆ �インターネットによるライブ配信を実施いたします。
◆ �株主総会での株主の皆様へのお土産のご用意は

ございません。
　 �何卒ご理解下さいますようお願い申し上げます。

開催日時

2024年６月27日（木曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

2024/05/27 12:27:12 / 23071477_富士フイルムホールディングス株式会社_招集通知_アクセス通知用

表紙*アクセス通知用*



https://holdings.fujifilm.com/ja/about/commitment

2024/05/27 12:27:12 / 23071477_富士フイルムホールディングス株式会社_招集通知_アクセス通知用

目次



2024/05/27 12:27:12 / 23071477_富士フイルムホールディングス株式会社_招集通知_アクセス通知用

株主の皆さまへ

株主の皆さまへ
　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　令和6年能登半島地震および台湾東部沖地震により被災された方々に謹んでお見舞い申し上げますととも
に、被災地の一日も早い復興を心より祈念しております。
　この度、第128回定時株主総会を開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　当社は、本年1月20日に迎えた創立90周年を機に、グループパーパス「地球上の笑顔の回数を増やして
いく。」を新たに制定しました。創業以来、当社は先進・独自の技術に基づいた製品・サービスの提供を
通じて、人々の「笑顔」に寄り添ってきました。事業領域が拡大する中、「笑顔」は富士フイルムグループ
の全事業を通じて創っていきたい未来の光景です。様々な分野で活躍する国内外の全従業員が、グループ
パーパスをそれぞれが携わる事業活動や課題と結び付け、アスピレーション（志）を持って、世界をひとつ
ずつ変えていくための挑戦を重ねてまいりますので、どうぞご期待ください。
　本年4月には新たな中期経営計画「VISION2030」を発表しました。利益率と資本効率を重視した経営に
より、富士フイルムグループの企業価値を高めるとともに、グローバルでトップクラスの競争力を持つ事業
の集合体として、さまざまなステークホルダーと共に社会課題の解決に向けた新たな価値を生み出し続ける
ことを目指します。
　株主の皆さまには、今後とも一層のご支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

富士フイルムホールディングス株式会社
代表取締役社長・CEO
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招集ご通知

株 主 の 皆 様 へ 証券コード 4901
2024年６月６日

(電子提供措置の開始日 2024年５月30日)　 東京都港区西麻布二丁目26番30号
富士フイルムホールディングス株式会社

代表取締役社長 後 藤 禎 一

1. 日　　時 2024年６月27日（木曜日）午前10時 (受付開始：午前９時)
2. 場　　所 東京都港区赤坂九丁目７番２号

東京ミッドタウン　ミッドタウン・イースト　地下１階
東京ミッドタウン・ホール　Hall Ａ

3. 会議の目的事項
報告事項 1. 第128期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

事業報告及び連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第128期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

計算書類の内容報告の件
決議事項

第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役11名選任の件
第３号議案　監査役2名選任の件
第４号議案　取締役の報酬等の額改定の件
第５号議案　監査役の報酬等の額改定の件
第６号議案　取締役に対する業績非連動型株式報酬等の額及び内容決定の件
第７号議案　取締役（社外取締役を除く）に対する中期業績連動型株式報酬等の額及び内容決定の件

第 1 2 8 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第128回定時株主総会を次のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　当日ご出席されない場合は、事前に郵送（書面）又はインターネット等により議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討いただき、３頁から４頁の「議決権行使についてのご案内」
をご参照のうえ、2024年６月26日（水曜日）午後５時40分までに議決権を行使して下さいますようお願い申し上げ
ます。なお、当日の株主総会の模様は、インターネットによるライブ配信でもご視聴いただけます。
（ご視聴方法等詳細は同封の「インターネットによる株主総会ライブ配信のご案内」をご参照下さい。）

敬　具
記
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招集ご通知

4. 電子提供措置に関する事項

　　https://ir.fujifilm.com/ja/investors/stock-and-shareholder/shareholders-meeting.html

　　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

(1)本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について、電子
　 提供措置をとっており、インターネット上に掲載しておりますので、次の当社ウェブサイトにアクセスのうえ、
　 ご確認下さいますようお願い申し上げます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲載しております
　ので、そちらから確認される場合は、次の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、
　銘柄名（富士フイルムホールディングス）又は証券コード（4901）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧
　書類/PR情報」を選択のうえ、ご確認下さいますようお願い申し上げます。

(2)電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求を
　 いただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。したがって、当該書面に記載の事項は、
　 監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を、それぞれ作成するに際して監査をした書類の一部で
　 あります。

　①事業報告の「新株予約権等に関する事項」、「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の
　　概要」及び「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社の支配に関する
　　基本方針）」
　②連結計算書類の「連結資本勘定計算書」及び「連結注記表」
　③計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

5. 議決権の行使に関する事項
(1)インターネット等と議決権行使書の両方で議決権行使をされた場合は、最後に到着したものを有効な議決権行使
　 としてお取り扱いします。なお、インターネット等による議決権行使と議決権行使書の到着が同日であった場合
　 は、インターネット等によるものを有効な議決権行使としてお取り扱いします。
(2)インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として
　 お取り扱いします。
(3)ご返送いただいた議決権行使書において、各議案につき賛否のご表示をされない場合は、賛の表示があったもの
　 としてお取り扱いします。
(4)代理人による議決権のご行使は、当社の議決権を有する他の株主様1名に委任する場合に限られます。なお、
　 代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので、ご了承下さい。

以上

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正後の事項
　を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内

－ お知らせ －
＜株主の皆様へ＞
⃝�本定時株主総会の議事の様子を、ご自宅等からでもご覧いただけるよう、インターネットによるライブ配信を実施 

いたします。詳細は、同封の「インターネットによる株主総会ライブ配信のご案内」をご覧下さい。
　なお、ご視聴の株主様におかれましては、当日の議決権行使、質問、動議の提出はできませんので、ご了承下さい。
⃝株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、速やかに当社ウェブサイトにてお知らせいたします。
　https://ir.fujifilm.com/ja/investors/stock-and-shareholder/shareholders-meeting.html
＜ご来場される株主の皆様へ＞
⃝�当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さい。また、紙資源節約のため、 

本招集ご通知をご持参下さい。
⃝�お土産のご用意はございません。何卒ご理解下さいますようお願い申し上げます。

＜株主総会資料の電子提供制度に関して＞
⃝�本定時株主総会より、株主総会資料の電子提供制度（ウェブサイトから閲覧する方法により株主総会資料を提供する 

制度）に即した方法で招集のご案内をお送りしております。
次回以降の株主総会で全文の招集通知（交付書面記載省略事項を除く）の送付をご希望される株主様は、基準日までに
お取引の証券会社、又は下記お問合せ先にお問い合わせのうえ、お手続きを完了して下さい。
　お問合せ先：三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
　お電話：0120-533-600
　受付時間：9：00～17：00（土・日・祝日および12/31～１/３除く）

１. 郵送（書面）による議決権行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函下さい。
➡行使期限：2024年６月26日（水曜日）午後５時40分到着分まで

２. インターネットによる議決権行使
パソコン、又はスマートフォンから議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただき、画面
の案内に従って、議案に対する賛否をご入力下さい。
➡行使期限：2024年６月26日（水曜日）午後５時40分まで

インターネットによる議決権行使方法のご案内については４頁をご参照下さい。

３. 株主総会へ出席
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さい。
➡日時：2024年６月27日（木曜日）午前10時（受付開始　午前９時）
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議決権行使についてのご案内

3



インターネットによる議決権行使方法のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせ下さい。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net
議決権行使ウェブサイトにアクセスして下さい。１

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力下さい。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが‌
パソコン向けサイト（議決権行使ウェブサイト）へアクセスし、‌
議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」
を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、パソコン向けサイト‌
（議決権行使ウェブサイト）へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って下さい。１
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力下さい。

３

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定して下さい

「登録」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。４

※議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ接続料金及び通信料金は、株主様のご負担になります。

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
※操作画面はイメージです。

機 関 投 資 家
の 皆 様 へ

上記のインターネットによる議決権行使のほかに、あらかじめお申し込みされた場合に限り、株式会社ICJが運営する議決権
電子行使プラットフォームをご利用いただくことができます。
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議決権行使についてのご案内
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剰余金処分議案

株 主 総 会 参 考 書 類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金処分の件

第119期 第120期 第121期 第122期 第125期

32.50

32.50

25.00

35.00

60.00 65.00

35.00

35.00

70.00

37.50

37.50

75.00

47.50

52.50

100.00

第126期

55.00

55.00

110.00

第128期（予定）

70.00

70.00

10.00
150.00

第127期

60.00

70.00

130.00

第124期

47.50

47.50

95.00

第123期

40.00

40.00

80.00

■ ご参考：１株当たりの配当金の推移（単位：円） 中間配当 期末配当 記念配当

※第128期の期末配当には記念配当10.00円が含まれております。

　当社は、配当につきましては、連結業績を反映させるとともに、成長事業のさらなる拡大に向けた
M&A、設備投資、研究開発投資など、将来にわたって企業価値を向上させていくために必要となる資金の
水準なども考慮したうえで決定いたします。また、その時々のキャッシュ・フローを勘案し、株価推移に
応じて自己株式の取得も機動的に実施していきます。株主還元方針については、配当を重視し、配当性向
30％を目安としております。
　また、当社は、2024年１月20日に創立90周年を迎えました。つきましては、これまでの株主の皆様の
ご支援に感謝の意を表し、普通配当に加えて記念配当を実施することとし、第128期の剰余金の処分は、
以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項
①配当財産の種類 …… 金銭
②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株当たり80円（記念配当10円を含む）といたしたいと存じます。
この場合の配当総額は、32,108,477,120円となります。
なお、2023年12月に１株当たり70円の中間配当を実施しておりますので、１株当たりの年間配当金は
150円となります。
③剰余金の配当が効力を生じる日 …… 2024年６月28日

（注）当社は、2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施しております。
第128期の期末配当につきましては、配当基準日が2024年３月31日となりますので、当該株式
分割前の株式数を基準として配当を実施いたします。
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取締役選任議案

第２号議案 取締役11名選任の件

候補者
番　号 氏　名 現在の当社における地位、担当 候補者属性

1
すけ

助
 

 
の

野
 

 
 

 
けん

健
 

 
じ

児 取締役会長・取締役会議長 再 任 男 性
　

2
ご

後
 

 
とう

藤
 

 
 

 
てい

禎
 

 
いち

一 代表取締役社長・CEO 再 任 男 性
　

3
ひ

樋
 

 
ぐち

口
 

 
 

 
まさ

昌
 

 
ゆき

之 取締役執行役員・CFO 再 任 男 性
　

4
はま

濱
 

 
 

　
 

 
 

 
なお

直
 

 
き

樹 取締役 再 任 男 性
　

5
よし

吉
 

 
ざわ

澤  ち さ と 取締役執行役員 再 任 女 性
　

6
い

伊
 

 
とう

藤
 

 
 

 
よう

洋
 

 
じ

士 取締役 再 任 男 性
　

7
きた

北
 

 
むら

村
 

 
 

 
くに

邦
 

 
た

太
 

 
ろう

郎 取締役（社外）
再 任 社 外 独 立
男 性

　

8
え

江
 

 
だ

田
 

 
 

 
ま

麻
 

 
き

季
 

 
こ

子 取締役（社外）
再 任 社 外 独 立
女 性

　

9
なが

永
 

 
の

野
 

 
 

 
 

　
 

 
つよし

毅 取締役（社外）
再 任 社 外 独 立
男 性

　

10
すが

菅
 

 
わら

原
 

 
 

 
いく

郁
 

 
ろう

郎 取締役（社外）
再 任 社 外 独 立
男 性

　

11
すず

鈴
 

 
き

木
 

 
 

 
たか

貴
 

 
こ

子 ―
新 任 社 外 独 立
女 性

　

　本株主総会の終結の時をもって、取締役10名全員が任期満了となります。
　つきましては、取締役11名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 1
　     1977年    4 月 当社入社

    2012年    6 月 当社執行役員
富士フイルム株式会社　取締役

    2013年    6 月 当社取締役
    2016年    6 月 当社代表取締役社長

富士フイルム株式会社　代表取締役社長
    2021年    6 月 当社代表取締役会長　取締役会議長

富士フイルム株式会社　取締役会長　現在に至る
    2023年    6 月 当社取締役会長　取締役会議長　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
富士フイルム株式会社　取締役会長
富士フイルムビジネスイノベーション株式会社　取締役

▶ 取締役候補者とした理由
助野健児氏は、長年にわたり、国内外で当社グループの経理・経営企画業務に
携わり、米国地域統括会社ではチーフ・フィナンシャル・オフィサー（CFO）
を務めるなど、財務会計に関する高い見識を有しています。また、経営企画部長
として、当社グループの経営戦略策定の中核を担い、強いリーダーシップを
発揮し、資本政策や株主還元などの施策を着実に実行しました。2016年に
代表取締役社長に就任後は、ヘルスケア・エレクトロニクス領域の強化、積極的
なM&Aの推進、グローバル化の加速、効率的な経営の徹底、人的リソースの
最大活用及びグループガバナンスの強化に取り組むことにより、企業価値の
向上を推し進めました。2021年６月に代表取締役会長に就任後は、取締役会
議長として、取締役会の機能強化を主導し、取締役会における議論をさらに
活性化させるとともに、コーポレート・ガバナンス向上のための施策を推進
してきました。さらに2023年６月からは取締役会長として執行から独立した
立場でさらなるガバナンスの強化を推進しています。同氏の豊富な経験と高い
見識は、当社グループのさらなる持続的成長に資するものと判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、重点事業／関連業界に関する知見・専門性、財務・会計／
資本政策、法務／リスク管理／ガバナンス、人材戦略・企業文化

再 任 男 性

13／13回（100％）

普通株式 55,400株

すけ

助
の

野
けん

健
じ

児
生年月日
1954年10月21日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 2　     1983年    4 月 当社入社
    2016年    11月 富士フイルム株式会社　取締役
    2018年    6 月 当社取締役
    2021年    6 月 当社代表取締役社長　現在に至る

富士フイルム株式会社　代表取締役社長　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
富士フイルム株式会社　代表取締役社長
富士フイルムビジネスイノベーション株式会社　取締役

▶ 取締役候補者とした理由
後藤禎一氏は、ベトナム・シンガポールの駐在を含め、長年にわたり、国内外
において当社グループ製品・サービスの販売・マーケティングの業務に携わり
ました。そののち、中国の医療機器販売子会社の社長を務め、グローバルな
販売促進・経営戦略に関する豊富な経験を有しています。また、メディカル
システム事業を当社グループの中核事業として大きく成長させ、積極的な
M&Aを通じて、画像診断システム及び医療ITの幅広いラインアップを有する
トータルソリューションの提供を推進し、ヘルスケア領域におけるさらなる収益の
拡大を牽引しました。2021年６月に代表取締役社長に就任後は、ヘルスケア
とエレクトロニクスを中心とした成長の加速とその他事業の収益性・効率性の
向上、デジタル活用による新規事業の創出、世界で活躍できる人材の育成・強化
を推進しています。加えて、サステナブル社会の実現に向けて、「環境」「健康」
「生活」「働き方」の各重点分野での取り組みを強力に推進しています。同氏の
豊富な経験と高い見識、そして新規事業を創出し成長させる積極性、構想力及び
事業推進にあたっての実行力は、当社グループのさらなる持続的成長に資する
ものと判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、重点事業／関連業界に関する知見・専門性、イノベーション／
技術、サステナビリティ、人材戦略・企業文化

再 任 男 性

13／13回（100％）

普通株式 49,300株

ご

後
とう

藤
てい

禎
いち

一
生年月日
1959年１月23日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 3　     1987年    4 月 当社入社
    2018年    10月 当社　執行役員

富士フイルム株式会社　取締役　現在に至る
    2021年    6 月 当社取締役　執行役員　経営企画部長　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
富士フイルム株式会社　取締役　常務執行役員　経営企画部長
富士フイルムビジネスイノベーション株式会社　監査役

▶ 取締役候補者とした理由
樋口昌之氏は、長年にわたり、欧州及び米州の地域統括本社を含む当社グループ
の経理・経営企画などのコーポレート部門での要職を歴任したほか、米国において
医療用超音波画像診断装置の製造販売子会社の社長を務めるなど、グローバル
でのグループ経営に関する豊富な経験を有しています。現在は、これらの知見や
経験を活かし、当社のチーフ・フィナンシャル・オフィサー（CFO）及び経営
企画部長として、経営計画の立案・遂行、M&A案件の推進、事業ポートフォリオ
マネジメント及びキャッシュフローマネジメントの強化など、企業価値の持続的
な成長に向けた諸施策を牽引しています。同氏の豊富な経験と高い見識は、当社
グループのさらなる持続的成長に資するものと判断し、引き続き取締役候補者
といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、重点事業／関連業界に関する知見・専門性、財務・会計／
資本政策、法務／リスク管理／ガバナンス

再 任 男 性

13／13回（100％）

普通株式 15,200株

ひ

樋
ぐち

口
まさ

昌
ゆき

之
生年月日
1963年５月８日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 4　     1986年    4 月 当社入社
    2018年    6 月 富士フイルム株式会社　取締役
    2021年    4 月 富士フイルムビジネスイノベーション株式会社　取締役
    2022年    4 月 富士フイルムビジネスイノベーション株式会社

代表取締役社長　現在に至る
    2022年    6 月 当社取締役　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
富士フイルム株式会社　執行役員
富士フイルムビジネスイノベーション株式会社　代表取締役社長

▶ 取締役候補者とした理由
濱直樹氏は、長年にわたり、ディスプレイ材料等エレクトロニクス製品の国内
外の顧客に対する販売・マーケティング業務に携わり、売上拡大及び事業の
発展に貢献してきました。また、インクジェット事業の責任者を経て、2022年
4月には富士フイルムビジネスイノベーション株式会社の代表取締役社長に
就任し、当社グループの企業文化をより深く浸透させながら、当社グループが
持つ販売ネットワークや技術を用いて市場の開拓を進めるとともに、オフィス
から商業印刷・産業印刷までの全領域をカバーするビジネスイノベーション
分野の総合力を発揮させ、社会に高い付加価値を提供しています。同氏の豊富な
経験と高い見識は、当社グループのさらなる持続的成長に資するものと判断し、
引き続き取締役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、重点事業／関連業界に関する知見・専門性、イノベーション／
技術、サステナビリティ、人材戦略・企業文化

再 任 男 性

13／13回（100％）

普通株式 18,300株

はま

濱
 

　
なお

直
き

樹
生年月日
1962年６月29日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 5　     1986年    4 月 当社入社
    2017年    6 月 当社　執行役員
    2018年    6 月 当社　執行役員　経営企画部

コーポレートコミュニケーション室長　兼　人事部長
富士フイルム株式会社　取締役　現在に至る

    2022年    6 月 当社取締役　執行役員　コーポレートコミュニケーション部長
兼　ESG推進部長　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
富士フイルム株式会社　取締役　常務執行役員
コーポレートコミュニケーション部長　兼　ESG推進部長

▶ 取締役候補者とした理由
吉澤ちさと氏は、長年にわたり、コーポレートコミュニケーション部門の責任者
として、国内外の株主・投資家を含むあらゆるステークホルダーに対する積極的な
情報発信及び建設的な対話を通じて、それらのステークホルダーから当社グループ
への信頼と適切な評価を得ることに貢献しています。また、人事部長として、
積極的な人材育成施策等を通じて、多様な人材が長期的に活躍できる環境整備を
推進しました。現在は、コーポレートコミュニケーションに加え、ESG推進
部長として、当社グループの長期CSR計画「Sustainable Value Plan
（サステナブル・バリュー・プラン）2030」に基づき、事業を通じた社会
課題の解決や事業プロセスにおける環境・社会への配慮を目的とした各種施策
を推進し、また、リスク管理体制の整備・強化を行っています。同氏の豊富な
経験と高い見識は、当社グループのさらなる持続的成長に資するものと判断し、
引き続き取締役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
財務・会計／資本政策、法務／リスク管理／ガバナンス、サステナビリティ、
人材戦略・企業文化

再 任 女 性

13／13回（100％）

普通株式 19,800株

よし

吉
ざわ

澤ちさと
生年月日
1963年10月18日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 6　     1990年    4 月 当社入社
    2021年    6 月 富士フイルム株式会社　取締役
    2023年    6 月 当社取締役　現在に至る

富士フイルム株式会社　取締役　執行役員
高機能材料戦略本部長
ディスプレイ材料事業部、ディスプレイ材料研究所、
高機能材料研究所、有機合成化学研究所、
解析技術センター　管掌　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
富士フイルム株式会社　取締役　執行役員　高機能材料戦略本部長

▶ 取締役候補者とした理由
伊藤洋士氏は、長年にわたり、エレクトロニクス製品の研究開発に従事し、
新製品の開発及び事業の発展に貢献してきました。特に、ディスプレイ材料
製品分野においては、顧客や学会等から高い評価を受け、ディスプレイ業界に
おける当社グループのステータスを著しく向上させるとともに、グローバル
での事業組織運営や顧客との関係構築・強化を通じて、事業の成長を実現して
います。加えて、現在は、高機能材料戦略本部の責任者として、半導体材料、
ディスプレイ材料、産業機材、記録メディア、試薬・化成品等のエレクトロ
ニクス分野における事業横断的な全体戦略を立案・推進するほか、当社の中長期的
成長のために必要な研究開発の推進及び改革に取り組んでいます。同氏の豊富な
経験と高い見識は、当社グループのさらなる持続的成長に資するものと判断し、
引き続き取締役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、重点事業／関連業界に関する知見・専門性、イノベーション
／技術

再 任 男 性

10／10回（100％）

普通株式 7,200株

い

伊
とう

藤
よう

洋
じ

士
生年月日
1964年５月25日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 7　     2012年    4 月 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社
代表取締役社長
三井住友信託銀行株式会社　代表取締役会長

    2017年    4 月 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社
代表取締役
三井住友信託銀行株式会社　取締役会長

    2017年    6 月 三井住友トラスト・ホールディングス株式会社　取締役
    2017年    6 月 当社取締役（社外取締役）　現在に至る
    2021年    4 月 三井住友信託銀行株式会社　特別顧問　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
アサガミ株式会社　社外取締役
株式会社オオバ　社外監査役

▶ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
北村邦太郎氏は、長年にわたり、大手金融機関グループの代表取締役を務め、
強いリーダーシップをもって、グループ全般の経営の指揮を執り、特に、
金融・財務・資本市場分野における豊富な経験と高い見識を有しております。
これらの経験や見識を活かし、中長期の視点から、当社グループのM&Aや
資本政策、社会課題解決への取り組み、人材育成などに対して積極的に助言を
行うとともに、取締役会において、広く当社グループの経営に対して有益な
提言や意思表明を行うことにより、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性の
確保に貢献しています。また、指名報酬委員会の委員長として、CEOの
サクセッションプラン及び取締役報酬に係るプロセスの透明性強化に寄与して
います。同氏には、今後も社外取締役としてこれらの職務を果たすことを期待
しており、同氏の豊富な経験と高い見識によりこれらの職務を適切かつ十分に
遂行できるものと判断し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、財務・会計／資本政策、法務／リスク管理／ガバナンス、
サステナビリティ、人材戦略・企業文化

再 任 社 外 独 立
男 性

13／13回（100％）

普通株式 200株

きた

北
むら

村
くに

邦
た

太
ろう

郎
生年月日
1952年５月９日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 8　     2013年    10月 インテル株式会社　代表取締役社長
    2018年    4 月 世界経済フォーラム　日本代表
    2018年    6 月 当社取締役（社外取締役）　現在に至る
    2023年    11月 住友商事株式会社　常務執行役員　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
住友商事株式会社　常務執行役員
東京エレクトロン株式会社　社外取締役

▶ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
江田麻季子氏は、米国大手半導体メーカーにおいて、長年にわたり海外市場での
マーケティングを担当したのち、同メーカーの日本法人の代表取締役を務め、
強いリーダーシップをもって新市場の創出、グローバルな人材の育成を実現して
きました。また、世界経済フォーラムの日本代表を務め、各界のリーダーと連携
して、地域・産業などのあらゆる課題に対し、世界規模での改善に取り組んで
きました。現在では、大手総合商社において、サステナビリティ及びDE&I
（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン）等の推進に取り組んでおり
ます。これらの豊富な経験と高い見識を活かし、中長期の視点から、当社グループ
のESG施策に対して積極的に助言を行うとともに、取締役会において、広く当社
グループの経営に対して有益な提言や意思表明を行うことにより、取締役会の
意思決定の妥当性及び適正性の確保に貢献しています。同氏には、今後も社外
取締役としてこれらの職務を果たすことを期待しており、同氏の豊富な経験と
高い見識によりこれらの職務を適切かつ十分に遂行できるものと判断し、引き
続き社外取締役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、重点事業／関連業界に関する知見・専門性、法務／リスク管理／
ガバナンス、サステナビリティ、人材戦略・企業文化

再 任 社 外 独 立
女 性

13／13回（100％）

普通株式 0株

え

江
だ

田
ま

麻
き

季
こ

子
生年月日
1965年８月２日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号 9　     2013年    6 月 東京海上ホールディングス株式会社　取締役社長（代表取締役）
東京海上日動火災保険株式会社　取締役社長（代表取締役）

    2016年    4 月 東京海上日動火災保険株式会社　取締役会長（代表取締役）
    2019年    6 月 東京海上ホールディングス株式会社　取締役会長　現在に至る
    2022年    6 月 当社取締役（社外取締役）　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
東京海上ホールディングス株式会社　取締役会長
東海旅客鉄道株式会社　社外取締役

▶ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
永野毅氏は、大手保険会社において、長年にわたり、国内外の保険営業や経営
企画、商品企画業務に従事し、また、海外事業を統括してきた経験を有しており
ます。さらに、強いリーダーシップをもって大手保険会社グループ全般の経営の
指揮を執ってきました。これらの豊富な経験と高い見識を活かし、中長期の
視点から、当社グループにおけるリスク管理体制、企業文化の浸透、人材育成に
かかる施策に対して積極的に助言を行うとともに、取締役会において、広く当社
グループの経営に対して有益な提言や意思表明を行うことにより、取締役会の
意思決定の妥当性及び適正性の確保に貢献しています。また、指名報酬委員会の
メンバーとして、CEOのサクセッションプラン及び取締役報酬に係るプロセス
の透明性強化に寄与しています。同氏には、今後も社外取締役としてこれらの
職務を果たすことを期待しており、同氏の豊富な経験と高い見識により上記の
期待される職務を適切かつ十分に遂行できるものと判断し、引き続き社外取締役
候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、財務・会計／資本政策、法務／リスク管理／ガバナンス、
サステナビリティ、人材戦略・企業文化

再 任 社 外 独 立
男 性

13／13回（100％）

普通株式 1,700株

なが

永
の

野
 

　
つよし

毅
生年月日
1952年11月９日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号10　     1981年    4 月 通商産業省（現　経済産業省）入省
    2010年    7 月 経済産業省　産業技術環境局長
    2012年    9 月 同省　製造産業局長
    2013年    6 月 同省　経済産業政策局長
    2015年    7 月 同省　事務次官
    2017年    8 月 内閣官房参与
    2022年    6 月 当社取締役（社外取締役）　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
トヨタ自動車株式会社　社外取締役
株式会社日立製作所　社外取締役

▶ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
菅原郁郎氏は、経済産業省において事務次官などの要職を歴任し、産業政策、
通商政策、技術政策、環境・エネルギー政策に携わるなど、豊富な政策立案や
組織運営の経験を有しています。これらの豊富な経験と高い見識を活かし、
中長期の視点から、当社グループにおける経済安全保障、投資戦略、リスク管理
などにかかる施策に対して積極的に助言を行うとともに、取締役会において、
広く当社グループの経営に対して有益な提言や意思表明を行うことにより、
取締役会の意思決定の妥当性及び適正性の確保に貢献しています。同氏には、
今後も社外取締役としてこれらの職務を果たすことを期待しております。同氏は、
社外役員以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、同氏のこれまでの
豊富な経験に加え、高い専門性や幅広いネットワークを活かし、上記の期待
される職務を適切かつ十分に遂行できるものと判断し、引き続き社外取締役
候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、法務／リスク管理／ガバナンス、サステナビリティ、人材戦略・
企業文化

再 任 社 外 独 立
男 性

13／13回（100％）

普通株式 0株

すが

菅
わら

原
いく

郁
ろう

郎
生年月日
1957年３月６日生
取締役会への出席状況

所有する当社株式の数
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取締役選任議案

候 補 者 番 号11　     2013年    4 月 エステー株式会社　取締役　代表執行役社長
    2020年    3 月 トラスコ中山株式会社　社外取締役　現在に至る
    2021年    6 月 エステー株式会社　取締役会議長　代表執行役社長
    2022年    9 月 株式会社キングジム　社外取締役　現在に至る
    2023年    6 月 エステー株式会社　会長　現在に至る

▶ 略歴、当社における地位及び担当

▶ 重要な兼職の状況
トラスコ中山株式会社　社外取締役
株式会社キングジム　社外取締役

▶ 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
鈴木貴子氏は、消費財メーカーにおいて、グループ事業戦略やグローバル
マーケティングの責任者、指名委員会の指名委員を務めるなど多様な経験を
有しております。また、ブランド価値を重視した独自性のある製品を提供する
など、強いリーダーシップをもって経営の指揮を執るとともに、社会課題の
解決に取り組んできました。これらの豊富な経験と高い見識を活かし、中長期の
視点から、当社グループの重要施策に対して積極的に助言を行うとともに、
取締役会において、広く当社グループの経営に対して有益な提言や意思表明を
行うことにより、取締役会の意思決定の妥当性及び適正性の確保に貢献すること
を期待しています。同氏の豊富な経験と高い見識により上記の期待される職務を
適切かつ十分に遂行できるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、イノベーション／技術、法務／リスク管理／ガバナンス、
サステナビリティ、人材戦略・企業文化

新 任 社 外 独 立
女 性

普通株式 1,200株

すず

鈴
き

木
たか

貴
こ

子

生年月日
1962年３月５日生
所有する当社株式の数

　

注１ 本株主総会参考書類は、作成時点（2024年５月23日）の情報を記載していますが、所有する当社株式の数については2024年
３月31日時点の情報を記載しています。

注２ 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
注３ 取締役会への出席状況は、第128期事業年度に開催された取締役会に関して記載しております。ただし、伊藤洋士氏について

は、当社取締役に就任した2023年６月29日以降に開催された取締役会に関して記載しております。
注４ 上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第372条第1項の規定に基づく書面報告を１回実施しております。
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取締役選任議案

注５ 北村邦太郎氏、江田麻季子氏、永野毅氏及び菅原郁郎氏と当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を同法第425条第１項に定める最低責任限度額までに限定する責任限定契約をそれぞれ締結しております。
なお、本議案が承認可決され、各氏が当社社外取締役に就任した場合、当該責任限定契約はそれぞれ継続されることとなって
おります。また、本議案が承認可決され、鈴木貴子氏が当社社外取締役に就任した場合、鈴木貴子氏と当社は、会社法第427条
第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を同法第425条第１項に定める最低責任限度額までに限定する
責任限定契約を締結する予定であります。

注6 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第三者等から
損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金・争訟費用等の損害を当該
保険契約により填補することとしております。各候補者は、本議案が承認可決され、当社取締役に就任した場合、当該保険
契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同程度の内容での更新を予定
しています。

注7 助野健児氏は、株式会社三越伊勢丹ホールディングスの定時株主総会（2024年６月24日開催予定）の承認が得られた場合、
同社の社外取締役に就任予定であります。

注8 北村邦太郎氏、江田麻季子氏、永野毅氏、菅原郁郎氏及び鈴木貴子氏は、社外取締役候補者であります。社外取締役候補者に
関する事項は次のとおりであります。
⑴北村邦太郎氏

①北村邦太郎氏は、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」を満たした独立性を有する社外取締役候補者であります。
同氏は2021年６月に三井住友トラスト・ホールディングス株式会社の取締役を退任しており、本年６月時点で３年が経過
します。なお、三井住友トラスト・ホールディングス株式会社と当社グループとの間には定常的な事業取引がありますが、
その取引額は、三井住友トラスト・ホールディングス株式会社及び当社グループ双方において連結売上高の１％未満と
僅少であります。この取引額は、北村邦太郎氏の当社社外取締役としての職務遂行に影響を与えるものではありません。

②当社は北村邦太郎氏を当社が上場している株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
③北村邦太郎氏は、2017年６月に当社社外取締役に就任しており、その在任期間は本株主総会の終結の時をもって７年に

なります。
⑵江田麻季子氏

①江田麻季子氏は、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」を満たした独立性を有する社外取締役候補者であります。
なお、同氏が常務執行役員を務める住友商事株式会社と当社グループとの間には定常的な事業取引がありますが、その
取引額は、住友商事株式会社及び当社グループ双方において連結売上高の１％未満と僅少であります。また、同氏が
2023年11月まで代表を務めていた世界経済フォーラムJapanと当社グループとの間には定常的な事業取引がありますが、
その取引額は、世界経済フォーラムJapanの売上高及び当社グループの連結売上高のいずれにおいても１％未満と僅少で
あります。これらの取引額は、江田麻季子氏の当社社外取締役としての職務遂行に影響を与えるものではありません。

②当社は江田麻季子氏を当社が上場している株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
③江田麻季子氏は、2018年６月に当社社外取締役に就任しており、その在任期間は本株主総会の終結の時をもって６年に

なります。
④江田麻季子氏は、東京エレクトロン株式会社の定時株主総会（2024年６月18日開催予定）の終結の時をもって、同社の

社外取締役を退任予定であります。
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取締役選任議案

⑶永野毅氏
①永野毅氏は、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」を満たした独立性を有する社外取締役候補者であります。

なお、同氏が取締役会長を務める東京海上ホールディングス株式会社の子会社である東京海上日動火災保険株式会社と当社グ
ループとの間には定常的な保険取引がありますが、その取引額は、東京海上日動火災保険株式会社の連結経常収益（連結
売上高に相当）及び当社グループの連結売上高のいずれにおいても1％未満と僅少であります。この取引額は、永野毅氏
の当社社外取締役としての職務遂行に影響を与えるものではありません。

②当社は永野毅氏を当社が上場している株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
③永野毅氏は、2022年６月に当社社外取締役に就任しており、その在任期間は本株主総会の終結の時をもって２年になります。
④永野毅氏が2019年6月まで取締役を務めていた東京海上日動火災保険株式会社は、金融庁から、同社に独占禁止法に抵触

すると考えられる行為及び同法の趣旨に照らして不適切な行為並びにその背景にある態勢上の問題が認められたとして、
2023年12月26日、保険業法に基づく業務改善命令を受けております。同氏は、当該事実を認識した後は、同社の親会社
である東京海上ホールディングス株式会社の取締役会長として、グループの経営管理の観点から、徹底した調査の実施、
真因の分析、再発防止策の策定を指示するなど、その職責を果たしております。

⑷菅原郁郎氏
①菅原郁郎氏は、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」を満たした独立性を有する社外取締役候補者であります。
②当社は菅原郁郎氏を当社が上場している株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出ております。
③菅原郁郎氏は、2022年６月に当社社外取締役に就任しており、その在任期間は本株主総会の終結の時をもって２年になります。

⑸鈴木貴子氏
①鈴木貴子氏は、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」を満たした独立性を有する社外取締役候補者であります。

なお、同氏が2023年６月まで代表執行役社長を務めていたエステー株式会社と当社グループとの間には定常的な事業
取引がありますが、その取引額は、エステー株式会社及び当社グループ双方において連結売上高の１％未満と僅少であり
ます。この取引額は、鈴木貴子氏の当社社外取締役としての職務遂行に影響を与えるものではありません。

②当社は鈴木貴子氏を当社が上場している株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出る予定であります。
③鈴木貴子氏は、コスモエネルギーホールディングス株式会社の定時株主総会（2024年６月20日開催予定）の承認が得られた

場合、同社の社外取締役に就任予定であります。
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監査役選任議案

第３号議案 監査役２名選任の件

候 補 者 番 号 1　     1990年    4 月 当社入社
    2016年    11月 富士フイルムグローバルグラフィックシステムズ株式会社

（現富士フイルムグラフィックソリューションズ株式会社）
経営企画部　担当部長

    2018年    7 月 Fuji Xerox (China) Limited.
（現FUJIFILM Business Innovation (China) Corp.）
Senior Director of Administration

    2021年    6 月 当社　グローバル監査部長　現在に至る

▶ 略歴及び当社における地位

▶ 重要な兼職の状況
―

▶ 監査役候補者とした理由
石垣績氏は、長年にわたり、当社及び国内外の当社グループの経理、経営企画
及び監査業務に携わり、財務会計に関する豊富な経験と高い見識を有しています。
また、近年では、海外子会社を含めた当社グループ全体のグローバル監査業務に
携わり、当社グループのオープン、フェア、クリアな事業活動の推進に貢献して
おります。同氏の豊富な経験と高い見識により、監査役としての職務執行を適切
かつ十分に遂行できるものと判断し、監査役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
財務・会計／資本政策、法務／リスク管理／ガバナンス

新 任 男 性

普通株式 0株

いし

石
がき

垣
 

　
つむぐ

績
生年月日
1967年４月18日生
所有する当社株式の数

　

　本株主総会終結の時をもって、監査役　花田信夫氏及び監査役　稲川龍也氏が任期満了となります。
つきましては、監査役２名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
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監査役選任議案

候 補 者 番 号 2　     1983年    4 月 弁護士登録　現在に至る
    1989年    4 月 米国ニューヨーク州弁護士登録　現在に至る
    1992年    1 月 森・濱田松本法律事務所　パートナー
    2018年    6 月 住友ファーマ株式会社　社外監査役　現在に至る
    2021年    1 月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業

パートナー　現在に至る

▶ 略歴及び当社における地位

▶ 重要な兼職の状況
アンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業　パートナー
住友ファーマ株式会社　社外監査役
一橋大学法科大学院　特任教授

▶ 社外監査役候補者とした理由
射手矢好雄氏は、長年にわたり大手法律事務所の弁護士として法律実務に
携わり、国際企業法務、リスク管理、コーポレート・ガバナンス分野を中心に
豊富な経験と高い見識を有し、またグローバル企業に対する経営視点での法務
アドバイスの経験も豊富に有しています。これらの豊富な経験と幅広い見識に
基づく客観的な視点から、取締役の職務執行に対する適切な監査の確保に貢献
することを期待しております。同氏は、社外役員以外の方法で会社経営に関与
したことはありませんが、同氏のこれまでの豊富な経験に加え、高い専門性を
活かし、上記の期待される職務を適切かつ十分に遂行できるものと判断し、社外
監査役候補者といたしました。

▶ スキル・マトリックスにおける該当項目
グローバル経営、法務／リスク管理／ガバナンス

新 任 社 外 独 立
男 性

普通株式 0株

い

射
て

手
や

矢
よし

好
お

雄

生年月日
1956年１月９日生
所有する当社株式の数
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監査役選任議案

注１ 本株主総会参考書類は、作成時点（2024年５月23日）の情報を記載していますが、所有する当社株式の数については2024年
３月31日時点の情報を記載しています。

注２ 石垣績氏及び射手矢好雄氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
注３ 本議案が承認可決され、石垣績氏及び射手矢好雄氏が当社監査役に就任した場合、当社は、会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を同法第425条第１項に定める最低責任限度額までに限定する責任限定契約を
両氏と締結する予定であります。

注４ 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、株主や第三者等から
損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金・争訟費用等の損害を当該
保険契約により填補することとしております。本議案が承認可決され、石垣績氏及び射手矢好雄氏が当社監査役に就任した
場合、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同程度の内容での
更新を予定しています。

注５ 射手矢好雄氏は、社外監査役候補者であります。社外監査役候補者に関する事項は次のとおりであります。
①射手矢好雄氏は、当社が定める「社外役員の独立性判断基準」を満たした独立性を有する社外監査役候補者であります。

なお、同氏が所属するアンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業と当社グループとの間には個別案件で法律事務の
委任関係がありますが、その取引額は、同法律事務所の売上高及び当社グループの連結売上高のいずれにおいても１％未満と
僅少であります。この取引額は、射手矢好雄氏の当社社外監査役としての職務遂行に影響を与えるものではありません。

②当社は射手矢好雄氏を当社が上場している株式会社東京証券取引所に独立役員として届け出る予定であります。
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当社取締役及び監査役に求める専門性及び経験

氏名
スキル項目

グローバル
経営

重点事業／
関連業界に関する
知見・専門性

イノベーション／
技術

財務・会計／
資本政策

法務／
リスク管理／
ガバナンス

サステナビリティ 人材戦略・
企業文化

取
締
役

助野 健児 ● ● ● ● ●

後藤 禎一 ● ● ● ● ●

樋口 昌之 ● ● ● ●

濱　 直樹 ● ● ● ● ●

吉澤 ちさと ● ● ● ●

伊藤 洋士 ● ● ●

北村 邦太郎 社外 ● ● ● ● ●

江田 麻季子 社外 ● ● ● ● ●

永野 　毅 社外 ● ● ● ● ●

菅原 郁郎 社外 ● ● ● ●

鈴木 貴子 社外 ● ● ● ● ●

監
査
役

川﨑 素子 ● ●

石垣 　績 ● ●

三橋 優隆 社外 ● ● ●

射手矢 好雄 社外 ● ●

■当社取締役及び監査役に求める専門性及び経験（スキル・マトリックス）
　以下の表は、各取締役・監査役の実績・経験に基づき、各人に特に期待される項目を示したものです。
該当スキル項目の背景となる各候補者の知見・経験については、第２号議案及び第３号議案に記載の
各候補者の略歴及び候補者とした理由をご参照ください。

※各人に特に期待される項目を５つまで記載しております。上記一覧表は、各人の有する全ての知見や経験を表すものではありません。
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当社取締役及び監査役に求める専門性及び経験

スキル項目 選定理由

グローバル経営
・当社の目指す姿である「サステナブル社会の実現」に向けて、グローバルで環境・社会

課題を解決しながら、事業成長を加速させていくうえで、グローバル企業経営・海外事業
マネジメント経験やグローバルの事業環境に関する知見・専門性が求められるため。

重点事業／関連業界に
関する知見・専門性

・当社のグロースドライバーであるヘルスケア・エレクトロニクス領域の成長を加速させ、
持続的な成長を実現させる、さらに強靭な事業基盤を構築するうえで、当社が展開する事業
セグメント（ヘルスケア・エレクトロニクス・ビジネスイノベーション・イメージング）
における事業を主導した経験やこれら事業／関連業界に関する知見・専門性が求められる
ため。

イノベーション／技術

・持続的にイノベーションを実現していくうえで、新しいビジネスモデルの構築や写真
フィルムを通して培った基盤技術と、持続的に競争優位性を築くためのコア技術・生産
技術を組み合わせ、創出した有形・無形の技術資産をもって環境・社会課題の解決に
貢献する革新的な製品・ソリューションを世の中に提供することが重要である。これを
実現するうえで、ビジネスモデルを転換した経験や技術に関する知見・専門性が求めら
れるため。

財務・会計／資本政策
・中長期的に企業価値を向上させるべく、強固な事業ポートフォリオを構築していくうえで、

M&A・業務改善を通じたキャッシュ（フロー／アロケーション）マネジメント・資金
調達・資本市場との対話の経験や財務・会計・資本政策に関する知見・専門性が求めら
れるため。

法務／リスク管理／
ガバナンス

・「オープン、フェア、クリア」な企業風土の下、持続的な成長と中長期的な企業価値向上の
仕組みをつくるうえで、事業リスクのマネジメント経験や長期CSR計画・中期経営計画等に
おいて事業活動の基盤として位置付けるガバナンスに関する知見・専門性が求められる
ため。

サステナビリティ
・長期CSR計画・中期経営計画等における課題を達成するとともに、その方向性や成果が

社会の動向や社会が求める中長期的な価値と合致しているかを検証し、企業価値向上に
繋げていくうえで、経済価値と社会・環境価値の両立を図った経験やサステナビリティ
に関する知見・専門性が求められるため。

人材戦略・企業文化

・イノベーションの源泉である人材について、強固な事業ポートフォリオ構築に向け新しい
分野の人材リソースの確保、育成、多様な従業員の活用及び成長支援、エンゲージメント
向上を柱とする人材戦略をスピーディーに展開する。また、変革を生み出してきた企業
文化を継承、発展させることが当社の成長を持続させるためには重要である。その実行
にあたり、経営の視点で人材リソースに関わる意思決定をした経験や人的資本経営に
関する知見・専門性が求められるため。

■各スキル項目の選定理由は以下のとおりです。
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当社取締役及び監査役に求める専門性及び経験

作成の
考え方

・当社は、グループパーパス＊１の下、オープン、フェア、クリアな事業活動を通じて、富士フイルムグループ
の持続的な成長と企業価値の向上を図るとともに、社会の持続的発展に貢献することを目指しています。

・その実現のための基盤として、コーポレート・ガバナンスを経営上の重要な課題に位置付けています。
これに取り組むうえで、当社の取締役会の実効性を確保することが重要であり、そのためには、定期的
に取締役会の機能及びスキル・マトリックスについて検証し、個々の取締役に求めるスキルを明らかに
することが必要であると考えています。

・当社は監査役会設置会社として、取締役会では経営の基本方針、戦略及び重要な業務執行に係る事項の
決定ならびに業務執行の監督を行います。これに際し、これまで当社のビジネス成長を支えてきた「技術・
人材等のアセットを熟知し、各事業に対する高い知見をもって意思決定する役割」と、当社の目指す
サステナブル社会の実現に向け「経済価値と社会価値を両立させるため、業務執行の方向性が社会の
求める中長期的な価値に合致していることを担保する役割」の二つの役割を果たすことが重要と考えて
います。

・取締役会が二つの役割を実効的に果たしつつ、長期CSR計画・中期経営計画等の達成を始め当社が
持続的に成長し中長期的に企業価値を向上させていくために必要なスキル項目を選定しています。具体的
には、取締役会で取り扱うべきテーマのうち内部環境として事業・機能・地域を重視し、特に機能に
ついては製造業としての主機能を支えるために重要な機能を抽出しています。これに加えて、外部環境を
踏まえつつ、取締役会の議論を深化させるため、当社が重視する視点のみならず外部ステークホルダー
の関心も踏まえ、スキル項目を選定しています。個々のスキル項目の選定理由は別表のとおりです。

・なお、監査役については、取締役の業務執行の監査を行う上で特に重要となるスキル項目である
「財務・会計／資本政策」「法務／リスク管理／ガバナンス」の保有状況を確認するため、取締役と
同様のスキル・マトリックスを用いています。

作成の
プロセス

・スキル項目の見直しに際しては、当社取締役会の位置づけを踏まえつつ、当社取締役に求められるスキル
について社外役員と議論のうえ、取締役会で決議しています。また、スキル・マトリックスの作成に
際しては、取締役・監査役＊２候補者に特に期待するスキルをその経歴等から特定したうえで、取締役会
で決議しています。

■スキル・マトリックス作成の考え方及び作成のプロセスは以下のとおりです。

＊１ グループパーパス：地球上の笑顔の回数を増やしていく。
わたしたちは、多様な「人・知恵・技術」の融合と独創的な発想のもと、様々なステークホルダーと共にイノベーションを
生み出し、世界をひとつずつ変えていきます。

＊２ 非改選の監査役も含む
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当社取締役及び監査役に求める専門性及び経験

■社外役員の独立性判断基準
　当社における社外取締役及び社外監査役のうち、以下の要件のいずれにも該当しない場合には独立性を
有するものと判断する。

１. 現在または過去における当社グループの業務執行者（※１）
２. 現在または過去３事業年度において、以下の要件に該当する者

(1) 当社グループと主要な取引先の関係（※２）にある者またはその業務執行者
(2) 当社グループの主要な借入先（※３）またはその業務執行者
(3) 当社の大株主（※４）またはその業務執行者
(4) 当社グループから役員報酬以外に多額の金銭その他の財産（※５）を得ている法律専門家、会計

専門家またはコンサルタント等（当該財産を得ている者が法人、組合等の団体である場合には、
当該団体に所属する者をいう）

(5) 当社と社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者
(6) 当社グループから多額の寄付（※６）を受ける者またはその業務執行者

３. 自己の配偶者または二親等以内の親族が上記１．または２．に該当する者（重要でない者は除く）、
（なお、社外監査役を独立役員として選任する場合においては、当社または子会社の業務執行者でない
取締役の配偶者または二親等以内の親族を含む）

※１ 会社法施行規則第２条第３項第６号に規定する業務執行者をいい、当社においては代表取締役、執行役員、
使用人を含む

※２ 主要な取引先の関係とは、直近の事業年度において、当社グループとの取引額が双方いずれかにおいて連結
売上高の２%以上である場合をいう

※３ 主要な借入先とは、直近の事業年度末において、当社連結貸借対照表の資産合計額の２%以上の長期借入れが
ある場合をいう

※４ 大株主とは、直近の事業年度末における議決権保有比率が総議決権の10%以上を保有する者をいう
※５ 多額の金銭その他の財産とは、過去３事業年度の平均で、個人の場合は年間1,000万円、団体の場合は当該

団体の連結売上高の２%を超える場合をいう
※６ 多額の寄付とは、過去３事業年度の平均で、年間１億円を超える場合をいう
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第４号議案 取締役の報酬等の額改定の件
　当社の取締役の報酬等の額に関しては、2018年６月28日開催の第122回定時株主総会において、年額
７億3,000万円以内（うち社外取締役7,000万円以内）の報酬枠につきご承認いただき現在に至っており
ます。
　今般、コーポレート・ガバナンスの強化のため社外取締役の責務や期待される役割がますます増大して
いること、及び、今後も適切な人材を安定的に確保し、状況に応じて機動的に拡充していく観点から、社外
取締役分の報酬額を年額１億4,000万円以内と改定し、また、これに伴い取締役に対する全体の報酬等の
額を年額８億円以内と改定させていただきたいと存じます。取締役の報酬等の額には、従来どおり使用人
兼務取締役の使用人分の給与及び賞与は含まないものといたしたいと存じます。
　本議案の内容は、上記の目的を達成するために必要かつ合理的な内容であり、相当であるものと判断して
います。

　なお、当社定款で取締役の員数は12名以内と規定されております。現在の取締役の員数は10名（うち
社外取締役は４名）です。第２号議案「取締役11名選任の件」が原案どおり承認可決された場合、取締役
の員数は11名（うち社外取締役は５名）となります。

現行の取締役の報酬等の額
年額７億3,000万円以内（うち社外取締役7,000万円以内）

改定案
年額８億円以内（うち社外取締役１億4,000万円以内）
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第５号議案 監査役の報酬等の額改定の件
　当社の監査役の報酬等の額は、2007年６月28日開催の第111回定時株主総会において、年額１億円
以内とご承認いただき、現在に至っております。

　この間、経済情勢が大きく変動したこと、監査役の責務や期待される役割がその後も増大していること、
及び、今後も適切な人材を安定的ないし機動的に確保していく観点から、監査役の報酬等の額を年額２億円
以内と改定させていただきたいと存じます。

　なお、当社定款で監査役の員数は５名以内と規定されております。現在の監査役の員数は４名（うち社外
監査役は２名）です。第３号議案「監査役２名選任の件」が原案どおり承認可決された場合、監査役の員数
は４名（うち社外監査役は２名）となります。

現行の監査役の報酬等の額
年額１億円以内

改定案
年額２億円以内
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取締役に対する業績非連動型株式報酬等の額及び内容決定議案

第６号議案 取締役に対する業績非連動型株式報酬等の額及び内容決定の件
１．提案の理由及び本議案を相当とする理由
　当社の取締役の報酬等のうち、業績非連動型の株式報酬として、今般、当社の社外取締役を含む取締役
を対象に、新たに「業績非連動型株式報酬制度」（以下「本制度」といいます。）を導入することに
いたしたいと存じます。
　本制度は、当社の事業や組織が更にグローバル化する中で、日本国内外居住の取締役に共通して株式
報酬を支給することによってグループの一体感を醸成するとともに、当社の取締役（社外取締役を含み
ます。以下も同様です。）に対し、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めること
を目的としております。
　本議案は、第４号議案「取締役の報酬等の額改定の件」及び第７号議案「取締役（社外取締役を除く）
に対する中期業績連動型株式報酬等の額及び内容決定の件」に記載の報酬等とは別枠で、本制度による
新たな業績非連動型の株式報酬を、下記２に記載の枠内で、社外取締役を含む取締役に対して支給する
ものです。なお、本議案が原案どおりに承認可決された場合は、2021年６月29日開催の第125回定時
株主総会で承認可決されました、当社の社外取締役を除く取締役に対する「業績非連動型株式報酬（譲渡
制限付株式報酬）」を廃止し、以後同報酬に基づく新たな株式の交付は行わないものといたします。
　本議案の内容は、上記の目的を達成するために必要かつ合理的な内容であり、また、本議案が原案
どおり承認可決された場合には、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方針をご承認いただいた
内容に沿って変更する予定であることから、本議案の内容は相当であるものと判断しています。
　なお、第２号議案「取締役11名選任の件」が原案どおり承認可決された場合、本制度の対象となる
取締役は11名（うち社外取締役は５名）となります。
※本議案が原案どおり承認可決された場合、当社グループの一部の会社の取締役並びに当社及び当社グループの
一部の会社の執行役員に対しても同様の業績非連動型の株式報酬制度を導入する予定です。

２．本制度の概要
(1) 譲渡制限付株式報酬
　本制度において、取締役は、当社取締役会決議に基づき、原則として毎事業年度、本制度により
譲渡制限付株式の付与のために支給される金銭報酬債権の全部を現物出資財産として払い込み、当社
普通株式について発行又は処分を受けるものとします（以下「本譲渡制限付株式報酬」といいます。）。
これにより各事業年度における職務執行の対価として取締役に対して支給される金銭報酬債権の総額は、
11億円以内（うち社外取締役分は１億円以内）とし、各事業年度における職務執行の対価として付与
される株式の総数は、82.5万株以内（うち社外取締役分は7.5万株以内）といたします。ただし、当社
普通株式について、株式分割・株式併合等、本制度に基づき発行又は処分すべき当社普通株式数の
調整を行うことが合理的であると認められる事象が生じた場合には、当該株式の総数はかかる分割
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比率・併合比率等に応じて調整されるものとします。
　なお、その１株当たりの払込金額（交付時株価）は、当社による発行又は処分に係る当社取締役会
開催月の前々月の初日から末日（取引が成立しない日を除きます。）までの東京証券取引所における
当社普通株式の終値の平均値（１円未満の端数は切り上げるものとします。）とします。ただし、当社
による発行又は処分に係る当社取締役会開催直前の東京証券取引所における当社普通株式の株価が当該
平均値と大幅に異なる場合に、当社取締役会において、取締役に特に有利な金額とならない範囲で払込
金額の額を決定したときはその額とします。
　各取締役への具体的な支給時期及び配分については、当社取締役会において決定することといたし
ます。

　本制度に基づく、譲渡制限付株式の付与に当たっては、当社と取締役との間で、概要、以下の内容
を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものといたします。

①　譲渡制限期間
　取締役は、本割当契約により割当てを受けた日より、取締役が当社の取締役その他当社取締役会
で定める地位を喪失する日までの期間（以下「譲渡制限期間」といいます。）、本割当契約により
割当てを受けた譲渡制限付株式（以下「本割当株式」といいます。）について、譲渡、担保権の
設定その他の処分をしてはならない（以下「譲渡制限」といいます。）。

②　譲渡制限の解除
　当社は、譲渡制限付株式の割当てを受けた取締役が、譲渡制限期間の開始日以降、最初に到来する
当社定時株主総会の開催日まで継続して、当社の取締役その他当社取締役会で定める地位にあった
ことを条件として、本割当株式の全部（ただし、下記③により無償取得されたものを除きます。）
につき、譲渡制限期間が満了する時点をもって譲渡制限を解除する。

③　無償取得の取扱い
　取締役が譲渡制限期間の開始日以降、当社が正当と認める理由によらずに当社の取締役その他当社
取締役会で定める地位を喪失したときには、当社は、本割当株式の全部又は一部を当然に無償で
取得する。また、当社は、譲渡制限期間中に、取締役が法令、社内規則又は本割当契約の違反その他
本割当株式を無償取得することが相当である事由として当社取締役会で定める事由に該当した場合、
本割当株式の全部又は一部を当然に無償で取得する。

④　組織再編成等における取扱い
　上記①の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に当社が消滅会社となる合併契約、当社が
完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編成等に関する事項が当社株主
総会（ただし、当該組織再編成等に関して当社株主総会による承認を要さない場合においては、
当社取締役会）で承認された場合には、当社取締役会の決議により、譲渡制限期間の開始日から
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当該組織再編成等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該
組織再編成等の効力発生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、当社は、上記に規定する場合、
譲渡制限が解除された直後の時点において、譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償
で取得する。

⑤　その他当社取締役会で定める事項
　上記のほか、本割当契約における意思表示及び通知の方法、本割当契約の改定の方法その他当社
取締役会で定める事項を本割当契約の内容とする。

(2) 国内非居住の取締役に対する取扱い
　本制度の対象者に国内非居住者である取締役が含まれた場合において、居住国の法制その他の理由に
より当社取締役会が合理的と判断したときには、本譲渡制限付株式報酬に基づく株式の交付に代えて、
３年間（取締役としての任期３年に相当する期間）（以下「役務提供期間」といいます。）の終了後に、
「リストリクテッド・ストック・ユニット(RSU)」により株式を交付し、又は金銭を交付することが
あります（以下「本事後交付型業績非連動報酬」といいます。）。この場合、報酬等の支給の方法と
しては、１）当社から金銭を支給する方法、若しくは２）当社取締役会決議に基づき金銭報酬債権を
支給し、その全部を現物出資させることで当社普通株式を発行し、若しくは処分する方法、又は３）
これらを組み合わせる方法によるものとします。
　本事後交付型業績非連動報酬において、当社から取締役に交付される金銭（金銭報酬債権を含み
ます。）の額及び株式数は、それ自体においても、かつ本譲渡制限付株式報酬に基づく金銭報酬債権額
及び株式数と合計しても、上記(1)に記載の金額の上限及び交付株式数の上限を超えないものとします。

　本事後交付型業績非連動報酬による株式又は金銭の交付は、取締役が、役務提供期間中、継続して
当社の取締役その他当社取締役会で定める地位にあったことを条件とします。取締役が役務提供期間
中に、当社が正当と認める理由によらずに当社の取締役その他当社取締役会で定める地位を喪失した
とき、法令又は社内規則に違反したとき、その他株式又は金銭の交付を受ける権利を喪失させること
が相当である事由として当社取締役会で定める事由に該当した場合には、株式又は金銭の交付を受ける
権利の全部又は一部を喪失します。
　ただし、取締役が、当社が正当と認める理由により、当社の取締役その他当社取締役会で定める
地位を喪失した場合、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社となる株式交換契約又は
株式移転計画その他の組織再編成等に関する事項が当社株主総会（ただし、当該組織再編成等に関して
当社株主総会による承認を要さない場合においては、当社取締役会）で承認された場合、その他正当な
理由がある場合には、合理的に定める時期に、役務提供期間の開始日からの期間を踏まえて合理的に
定める数の株式又は額の金銭を交付することができるものとします。
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第７号議案 取締役（社外取締役を除く）に対する中期業績連動型株式報酬等の額及び内容決定の件
１．提案の理由及び本議案を相当とする理由
　当社の取締役の報酬等のうち、中期業績連動型の株式報酬として、今般、当社の社外取締役を除く
取締役を対象に、新たに、グローバル共通の考え方に基づく年次付与型の「中期業績連動型株式報酬
制度」（以下「本制度」といいます。）を導入することにいたしたいと存じます。
　本制度は、取締役（社外取締役を除きます。以下も同様です。）の報酬と当社の業績及び株式価値との
連動性をより明確にし、取締役に対し、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高める
ことを目的としております。
　本議案は、第４号議案「取締役の報酬等の額改定の件」及び第６号議案「取締役に対する業績非連動型
株式報酬等の額及び内容決定の件」に記載の報酬等とは別枠で、本制度による新たな中期業績連動型の
株式報酬を、取締役に対して支給するものです。なお、本議案が原案どおりに承認可決された場合は、
2021年６月29日開催の第125回定時株主総会で承認可決されましたパフォーマンス・シェア・ユニット
（以下「現行PSU」といいます。）を廃止し、2022年３月31日に終了する事業年度から2024年３月
31日に終了する事業年度までを対象期間とする株式及び金銭の交付を最後として、以後現行PSUに
基づく新たな株式及び金銭の交付は行わないものといたします。
　本議案の内容は、上記の目的を達成するために必要かつ合理的な内容であり、また、本議案が原案
どおり承認可決された場合には、取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方針をご承認いただいた
内容に沿って変更する予定であることから、本議案の内容は相当であるものと判断しています。
　なお、第２号議案「取締役11名選任の件」が原案どおり承認可決された場合、本制度の対象となる
取締役は６名となります。
※本議案が原案どおり承認可決された場合、当社グループの一部の会社の取締役、当社及び当社グループの一部の
会社の執行役員（以下「執行役員等」といいます。）並びに当社が定める一定の職位以上の当社及び当社の主要な
子会社の従業員に対しても同様の中期業績連動型の株式報酬制度を導入する予定です。

２．本制度における報酬等の額・内容等
(1) 本制度の概要
　本制度は、概要、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」といいます。）
が当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）を取得し、当社が各取締役に付与するポイント
の数に相当する数の当社株式が本信託を通じて各取締役に対して交付される、という株式報酬制度
（株式交付信託）です。
　本制度に基づくポイントは、2024年以降の各年の当社の定時株主総会日を開始日、その３年後の

32



2024/05/27 12:27:12 / 23071477_富士フイルムホールディングス株式会社_招集通知_アクセス通知用

取締役（社外取締役を除く）に対する中期業績連動型株式報酬等の額及び内容決定議案

① 本制度の対象者 当社の取締役（社外取締役を除く。）

② 在籍判定期間

2024年以降の各年の当社の定時株主総会日を開始日、その
３年後の当社の定時株主総会日を終了日とする３年間の各期間
（初回の在籍判定期間は2024年の当社の定時株主総会日から
2027年の当社の定時株主総会日までの期間）

③
①の対象者に交付するために必要な当社株式の
取得資金として当社が拠出する金銭の１年間あ
たりの上限

合計金５億円（※１）

④ 本信託による当社株式の取得方法 自己株式の処分による方法又は取引所市場（立会外取引を
含む。）から取得する方法

⑤ ①の対象者に付与されるポイント総数の１年間
あたりの上限 37.5万ポイント（※２）

⑥ ポイント付与基準

役位、在任期間、対応する在籍判定期間開始日の直前に開始
する事業年度から当該在籍判定期間終了日の直前に終了する
事業年度までの連続する３事業年度の業績等に応じたポイント
を付与

⑦ ①の対象者に対する当社株式の交付時期 信託期間中の一定の時期

⑧ 本信託内の当社株式に係る議決権行使 当社経営への中立性を確保するため、信託期間中、議決権は
一律に不行使

⑨ 本信託内の当社株式に係る配当の取扱い 本信託が受領し、当社株式の取得代金や本信託に係る受託者
の信託報酬等に充当

当社の定時株主総会日を終了日とする３年間の各期間（以下「在籍判定期間」といいます。なお、初回
の在籍判定期間は2024年の当社の定時株主総会日から2027年の当社の定時株主総会日までの期間
とします。）における職務執行の対価として、当該期間における役位、在任期間、当該期間開始日の
直前に開始する事業年度から当該期間終了日の直前に終了する事業年度までの連続する３事業年度の
業績等に応じた数を付与します。なお、このポイントは、原則として、各在籍判定期間終了の都度、
付与するものとし、当該ポイントの数に応じた数の当社株式が本信託から各取締役に交付されます。
　ただし、在籍判定期間の途中で退任する場合等には、当該在籍判定期間終了時点より前に各期間中の
役位、在任期間、在任期間における業績等に応じてポイントを付与し、その後、それに相当する数の
当社株式が本信託から各取締役に交付されることがあります。

（※１）この金銭の上限は、在籍判定期間中の各年（当社の定時株主総会日を開始日、その翌年の当社の定時
株主総会日を終了日とする１年間）における職務執行の対価として、対象者に交付される当社株式の
取得資金として当社が拠出する金銭の上限をいいます。
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（※２）このポイントの上限は、在籍判定期間中の各年（当社の定時株主総会日を開始日、その翌年の当社の
定時株主総会日を終了日とする１年間）における職務執行の対価として、対象者に交付される当社
株式に係る付与ポイント総数の上限をいいます。

(2) 当社が拠出する金銭の上限
　本信託の当初の信託期間は約３年間とし、当社は、本制度に基づき取締役に交付するために必要な
当社株式の取得資金として、金銭を取締役に対する報酬として拠出し、下記(3)③に記載のとおり
受益権を取得する取締役を受益者として本信託を設定します。１年間あたりの上限金額は最大で重複
する三の在籍判定期間から付与されるポイント総数に相当する当社株式の取得資金分として５億円と
いたします。この金銭の上限は、当該在籍判定期間中の各年（当社の定時株主総会日を開始日、その
翌年の当社の定時株主総会日を終了日とする１年間）における職務執行の対価として、当該在籍判定
期間から付与されるポイント総数に相当する当社株式の取得資金として当社が拠出する金銭の上限を
いいます。本信託は、当社が拠出した金銭を原資として、当社株式を当社の自己株式の処分による方法
又は取引所市場（立会外取引を含みます。）から取得する方法により、取得します。
注：当社が実際に本信託に信託する金銭は上記の当社株式の取得資金のほか、信託報酬、信託管理人

報酬等の必要費用の見込額を合わせた金額となります。また、上記のとおり執行役員等に対して
も本制度と同様の株式報酬制度を導入した場合には、当該制度に基づき執行役員等に交付する
ために必要な当社株式の取得資金も、あわせて信託します。

　なお、当社取締役会の決定により、本信託の信託期間を延長し（当社が設定する本信託と同一の目的
の信託に本信託の信託財産を移転することにより、実質的に信託期間を延長することを含みます。以下
も同様です。）、本制度を継続することがあります。この場合、当社は、本制度により取締役に交付
するために必要な当社株式の追加取得資金として、当該延長分の信託期間の年数に金５億円を乗じた
金額を上限とする金銭を本信託に追加拠出し、下記(3)に記載のポイント付与及び当社株式の交付を
継続します（以降も同様とします。）。

(3) 取締役に交付される当社株式の算定方法及び上限
①　取締役に対するポイントの付与方法等
　当社は、当社取締役会で定める株式交付規程に基づき、各取締役に対し、信託期間中の株式交付
規程に定めるポイント付与日において、役位、在任期間、当該期間開始日の直前に開始する事業年度
から当該期間終了日の直前に終了する事業年度までの連続する３事業年度の業績等に応じたポイント
を付与します。
　ただし、当社が取締役に対して付与するポイントの総数は、在籍判定期間の途中での退任時等に
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おいて最大で重複する三の在籍判定期間からポイントが付与されることを考慮し、１年間あたり
375,000ポイントを上限とします。

②　付与されたポイントの数に応じた当社株式の交付
　取締役は、上記①で付与されたポイントの数に応じて、下記③の手続に従い、当社株式の交付を
受けます。ただし、取締役が、当社が正当と認める理由によらずに退任する場合等には、それまで
に付与されたポイントの全部又は一部は消滅し、消滅したポイントに相当する当社株式については
交付を受けないものとします。
　なお、１ポイントは当社株式１株とします。ただし、当社株式について、株式分割・株式併合
等、交付すべき当社株式数の調整を行うことが合理的であると認められる事象が生じた場合には、
１ポイントあたりの当社株式数はかかる分割比率・併合比率等に応じて調整されるものとします。

③　取締役に対する当社株式の交付
　各取締役は、原則として、各在籍判定期間の終了後、各ポイント付与の都度、所定の手続を行って
本信託の受益権を取得し、本信託の受益者として、本信託から上記②の当社株式の交付を受けます。
　ただし、このうち一定の割合の当社株式については、源泉所得税等の納税資金を当社が源泉徴収
する目的で本信託において売却換金したうえで、当社株式に代わり金銭で交付することがあります。
また、本信託内の当社株式について公開買付けに応募して決済された場合等、本信託内の当社株式
が換金された場合には、当社株式に代わり金銭で交付することがあります。

(4) 国内非居住の取締役に対する取扱い
　本制度の対象者に国内非居住者である取締役が含まれた場合において、居住国の法制その他の理由に
より当社取締役会が合理的と判断したときには、本信託を通じた当社株式及び金銭の交付に代えて、
同様の仕組みに基づき、当社から直接、当該株式及び金銭に相当する株式又は金銭を交付することが
あります。この場合、報酬等の支給の方法としては、１）当社から金銭を支給する方法、若しくは
２）当社取締役会決議に基づき金銭報酬債権を支給し、その全部を現物出資させることで当社株式を
発行し、若しくは処分する方法、又は３）これらを組み合わせる方法によるものとします。
　当社から報酬等として取締役に直接交付される金銭（金銭報酬債権を含みます。）の額及び株式数
は、それ自体においても、かつ本信託に係る金銭の拠出額及び付与ポイント数に相当する交付株式数と
合計しても、上記(2)に記載の金額の上限及び上記(3)の記載に従って換算される交付株式数の上限を
超えないものとします。
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【ご参考】

業績連動報酬等でないもの 業績連動報酬等
金銭報酬 非金銭報酬等 金銭報酬 非金銭報酬等

固定報酬 譲渡制限付株式報酬
（RS） 短期業績連動報酬 中期業績連動型株式報酬

（現行PSU）

社内取締役 ○ ○ ○
（※１） ○

社外取締役 ○ ― ― ―

業績連動報酬等でないもの 業績連動報酬等
金銭報酬 非金銭報酬等 金銭報酬 非金銭報酬等

固定報酬 業績非連動型株式報酬
（譲渡制限付株式報酬） 短期業績連動報酬 中期業績連動型株式報酬

（役員向け株式交付信託）
社内取締役
（国内居住者） ○ ○ ○

（※１） ○

社内取締役
（国内非居住者） ○ ○

（※２）
○

（※１）
○

（※３）

社外取締役 ○ ○
（※２） ― ―

【ご参考】＜取締役の報酬体系＞
　第６号議案「取締役に対する業績非連動型株式報酬等の額及び内容決定の件」及び第７号議案「取締役
（社外取締役を除く）に対する中期業績連動型株式報酬等の額及び内容決定の件」が原案どおり承認可決
された場合、当社の取締役の報酬体系（社外取締役を除く取締役（以下「社内取締役」といいます。）に
ついては、執行役員兼務取締役の使用人分給与及び使用人賞与を含みます。）は以下のとおりとなります。

（変更前）

（変更後）

※１ 短期業績連動報酬は、執行役員兼務取締役に対する使用人分賞与として、毎年一定の時期に支給しております。
※２ 居住国の法制その他の理由により当社取締役会が合理的と判断した場合には、譲渡制限付株式報酬の交付に

代えて、３年間（取締役としての任期３年に相当する期間）の終了後に、事後交付型業績非連動報酬として、
株式を交付し（「リストリクテッド・ストック・ユニット（RSU）」）、又は金銭を交付することがあります。

※３ 居住国の法制その他の理由により当社取締役会が合理的と判断した場合には、役員向け株式交付信託を通じた
当社株式及び金銭の交付に代えて、同様の仕組みに基づき、当社から直接、当該株式及び金銭に相当する株式
又は金銭を交付することがあります。

以　上
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地図

第 1 2 8 回 定 時 株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
日　時 2024年6月27日（木曜日）午前10時（受付開始：午前9時）

会　場 東京都港区赤坂九丁目７番２号　東京ミッドタウン
ミッドタウン・イースト　地下１階　東京ミッドタウン・ホール Hall A

交通の
ご案内

六本木駅 都営大江戸線
　

東京ミッドタウン方面改札から
地下通路にて直結

六本木駅 東京メトロ日比谷線
　

六本木交差点方面改札から
地下通路にて直結

乃木坂駅 東京メトロ千代田線
　

３番出口より徒歩約５分

※株主総会のお土産はございません
　

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

Ｎ

 

至 赤坂

東京ミッド
タウン西

国立新美術館

六本木

六本木六

六本木ヒルズ 飯倉出口

飯倉片町

飯倉入口

六本
木通
り

首都
高速
3号
渋谷
線

外苑東通り

至 青山

アマンド

三菱UFJ銀行三菱UFJ銀行

外苑東通り

至 

関
が
霞

至 

谷
渋

東京メトロ南北線
六本木一丁目駅

東京メトロ日比谷線
六本木駅

都営大江戸線
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ミッドタウン・イースト　地下１階
「東京ミッドタウン・ホール Hall A」


